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研究要旨： 
本研究は, 健康経営が有用であると経営者が強く認識するような啓発資料を作成すること

を最終成果とする。3ヵ年計画の2年目である今年度は, 以下の点を明らかにすることを目的
とした。 
１．中小企業（運輸業）の経営者にインタビューを行い、健康経営に取組む効果等について

検証した。 
２．健康経営度調査票のデータを用いて、企業の産業保健体制および従業員の健康保持・

増進の方針と産業保健活動の実態を明らかにした。 
３．産業医等の産業保健専門職が企業における健康施策決定プロセスにどのようにかかわ

り、また、経営者および労働者のニーズをどのように把握すべきかについて検討した。 
４．健康経営度調査（2015〜2019年度）の個票データを用いて、従業員の健康状態と企業
による健康経営施策や働き方改革、生産性などの企業業績との関係を検証した。 
５．IoTのセンサーとして所持しているスマートフォンの機能を拡張することにより、汎用性のあ
る健康施策（肩こりに対する行動変容ツール）を開発し、その効果を検証した。 
産業保健活動、健康経営に取組む効果について、中小企業はインタビュー調査による質

的分析、大企業は健康経営度調査票による解析で明らかにした。健康施策のPDCAを確実
にまわすことが重要であることを示唆している。その中では、産業保健専門職が経営者と連携

し、進めることが重要である。IoTの発達により、その技術を生かした健康施策も開発され、効
果検証された施策を導入することも重要である一方で、IoTの発達により働き方も変化してお
り、そのことにより生じる健康の悪影響についても留意する必要がある。 
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Ａ．目的 

本研究は、健康経営が有用であると経営

者が強く認識するような啓発資料を作成す

ることを最終成果とする。 

健康経営とは、経営者がリーダーシップを

取り、従業員等の健康管理を経営的な視点

で考え、戦略的に実践することである。経営

者を動かすためには, ①なぜ健康経営が必

要か、②具体的に何をすればよいか、③健

康経営に取組むメリットの情報が必要不可

欠である。本研究では、ソーシャルマーケテ

ィングの手法により、「経営者のニーズの把

握」と「必要な情報（エビデンス）の創出」の

両輪を並行して実施する。 

3ヵ年研究の2年目である2019年度は、 

以下の検討を行った。 

１．中小企業（運輸業）の経営者が、（１）従

業員の健康問題を経営課題と結び付けて

認識しているか、従業員の健康管理をどの

ような目的で実施しているか、（２）健康経営

の効果をどのように感じているか、（３）健康

経営を進めるうえでの困難とそれを乗り越え

る工夫ついてについてインタビュー調査で

明らかにした。 

２．健康経営度調査票のデータを用いて、

2018年度における企業の産業保健体制お

よび従業員の健康保持・増進の方針と産業

保健活動の実態を明らかにすることを目的と

した。 

３．企業における健康施策決定プロセスと経

営者および労働者の産業保健サービスに

対するニーズ把握に着目した産業医の介入

に関する実態調査を行い、産業保健活動に

対する意思決定が円滑になされるための産

業医の介入の要素および具体的な手法に

ついて、探索的に検討し、チェックリストを作

成することを目的とした。 

４．健康経営度調査（2015〜2019年度）の

個票データを用いて、従業員の健康状態と

企業による健康経営施策や働き方改革、生

産性などの企業業績との関係を検証した。 

５．IoTのセンサーとして所持しているスマー

トフォンの機能を拡張することにより、健康情

報・SNSを活用した会話ログとエビデンスに

基づいた知識をAIにより紐づけて、簡易に

専門家の知識がフィードバックできるシステ

ムを構築した。これにより生活習慣を改善す

る行動変容の導入・維持を、効率的かつ効

果的にサポートすることが可能になるものと

考えおり、本年度は専門家による腰痛・肩こ

りのメカニズムや身体活動の健康への寄与

などについてセミナーを実施後、ヴァーチャ

ルパーソナルアシスタントシステム（LINEサ

ービス）を使用する介入試験を実施した。 

 

Ｂ．方法 

１．労働者の健康施策の経営上の目的・効

果に関するインタビュー調査（運輸業・中

小企業） 

 健康経営優良法人（中小企業）に選定さ

れている運輸業６社の経営者に対して半

構造化面接を実施した。インタビュー内

容を録音し、逐語録を作成したうえでコ

ード化し、KJ法の手法を参考にグルーピ
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ングを行った。 

 

２．健康経営度調査票から見た産業保健

活動の実態 

 2018年度健康経営度調査票を用いて解

析した。産業保健体制を評価できる項目

と基盤となる産業保健活動を研究者内で

協議し、その結果、１）従業員の健康保持・

増進の方針の有無、２）従業員の健康保

持・増進に関して取締役会や経営会議等

で議題となっているかどうか、３）常勤産

業医・常勤産業保健看護職の有無、４）定

期的な管理職教育、の4項目を選択した。

結果変数として、健康診断結果の把握の

有無（適正体重維持者率、運動習慣者比率、

血圧リスク者割合（180/110 mmHg以上）、

血糖リスク者割合（空腹時血糖 200 

mg/dL以上）、健康診断事後措置（精密検

査受診率の把握の有無、就業判定の実施

の有無）、従業員教育の実施（従業員教育

の対象者が5割を超えるかどうか、従業員

教育参加率が5割を超えるかどうか）、メ

ンタルヘルス対策の実施（従業員に対す

るメンタルヘルス教育の実施の有無、50

人未満の事業所を含めてストレスチェッ

クを実施しているか、メンタルヘルス不

調による長期欠勤・休職者の把握の有無）

を選択した。説明変数、結果変数を用いて、

ロジスティック回帰分析を行なった。業

種および正社員規模を調整した。 

３．企業における健康施策決定プロセス

と企業・労働者のニーズを踏まえた産業

医の介入に関する探索的検討 

産業衛生専門医資格をもち、企業にお

ける健康施策の立案に関与している産業

医（研究対象者10社11名）に対し、半構

造化面接を各１回実施した。その逐語録

を質的に分析した。 

 

４．企業の資産形成・生産性向上との関係

の経済学的検証 

健康経営度調査（2015〜2019年度）の

個票データを用いた。上場企業について

は、財務情報から算出した企業業績指標

とリンクさせることが可能なため、回答

上場企業に関する健康経営施策・健康ア

ウトカム指標・企業業績指標を含んだパ

ネルデータとして分析に用いた。データ

の整理・記述統計の確認を行うとともに、

試行的に健康経営施策と健康アウトカム

指標の間の関係性を、LASSOなどの機械

学習手法や固定効果モデルなどの計量経

済学手法を用いて検証した。 

新しいテクノロジーと労働時間の分析

について、データとしては、独立行政法人

経済産業研究所が実施している「人的資

本形成とワークライフバランスに関する

企業・従業員調査」の2016〜17年調査の

個票データを用いる。同調査は、同一個人

を複数年にわたり追跡調査したパネルデ

ータであり、各労働者の労働時間やITス

キルの水準とともに、職場でAI・ビック

データ・IoTといった新しいテクノロジー

が導入されているかを把握することがで
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きる。これらのデータを用いて、新しいテ

クノロジーの導入と労働時間の関係につ

いて、労働者のITスキルの水準による違

いも含めて、計量経済学の分析手法を用

いて統計解析した。 

５．生産性向上を目的とした介入研究 

 某製造業系事業場に勤務する、肩こり

の自覚が明確な成人の労働者を対象に、

介入研究を実施した。介入は、生活習慣病

予防・改善になぜ適度な身体活動量が必

要かなどエビデンスに基づいた知識を提

供する1時間のセミナーを実施した。この

後にスマートフォンのLINEを用いて、AI

が専門家の知識がフィードバックして最

適な運動を短時間（1日1分）提供するア

プリケーションを配布した。具体的には

「これだけは覚えてほしい体操、「美しい

姿勢で、速歩き 」、「メンタル運動 」の3

つの運動プログラムの習慣化を目標に、

AIを活用することで個々に合わせたガイ

ドを提供した。継続が途切れた際には、保

健医療行動科学に基づく動機づけを行っ

た。 

 評価項目は12週時点でのシステムの継

続率と腰痛、肩こりの改善度である。自覚

症状に関して1)完全によくなった、2)大変

改善した、3)少し改善した、4)変わらない、

5)少し悪くなった、6)大変悪くなった、7)

今までになく悪くなった7段階で評価を

行い,1)-3)を改善と定義した。 

 

 

Ｃ．結果 

１．労働者の健康施策の経営上の目的・効

果に関するインタビュー調査（運輸業・中

小企業） 

今回インタビューした運輸業の経営者

は従業員の健康問題と経営課題を明確に

意識していた。また、健康経営に取り組む

ことは、人材確保や労働災害や事故防止

という経営課題を解決するための一つの

方策と捉えられていた。経営理念と結び

ついている会社もあった。健康経営に取

り組んできた効果として、経営課題の解

決につながり、人材確保や労働災害が減

るなどの目に見える効果だけでなく、コ

ミュニケーションの活性化／社風の変

化・従業員の意識の変化として、会社や同

僚から大切にされていると感じる従業員

の増加などが語られた。また自身の生活

習慣や健康に関心がある従業員の増加な

どが語られ顧客からの評判が良くなった

などの経験も語られた。また、健康経営を

進めるにあたっての困難として不参加の

従業員の存在／従業員の抵抗感、社内全

体の巻き込み方、プログラム実施上の困

難、成果の数値化、残業を減らすことへの

抵抗などが挙げられた。 

それを解決するための方策として、勧

め上手な(女性)社員による根気強い働き

かけ、従業員への周知、丁寧な説明、つづ

ける事、諦めないなどが挙げられた。 

業務時間以外で病院受診や生活習慣の見

直しなど従業員の日々の行動変容を促す
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方策についての抵抗に理解を示し、強制

せずに、丁寧に説明し、気強い働きかけを

各社が共通して行っていた。 

 

２．健康経営度調査票から見た産業保健

活動の実態 

健康保持・増進の方針について方針が

あること、また経営会議等で議論され、さ

らに産業保健専門職が関与していること

が有意に関連し、また常勤の産業保健専

門職がいることが有意に関連していた。

また、定期的な管理職教育の実施が、本研

究の結果変数と有意に関連していた。 

 

３．企業における健康施策決定プロセス

と企業・労働者のニーズを踏まえた産業

医の介入に関する探索的検討 

本研究のテーマに対応した144カテゴ

リが形成され、社内健康施策の意思決定

プロセス・産業医の介入・産業医の介入に

関する補足要素の3要素に整理された。こ

のうち社内の健康施策の意思決定プロセ

スにおいて、意思決定の構造に結びつく

要素は、「キーパーソンの意思決定への影

響因子」「キーパーソンとの合意形成」「承

認形式」「キーパーソンを決定する影響因

子」「キーパーソンとの関係性への影響因

子」要素が挙げられた。産業医の介入は、

「関係性の構築・相互理解の促進」「根回

し・調整」「仮説に基づくニーズの明確化」

「統合的な企画づくり・提案」に分類され、

各々の要素をもつ具体的な介入方法が示

された。介入に関する補足要素は、 「共

有される情報」「接触場面」「産業医介入の

阻害要因」に整理された。 

 

４．企業の資産形成・生産性向上との関係

の経済学的検証 

労働時間管理の工夫やデータ活用・効

果検証の取り組みの一部でメンタルヘル

スを理由とする休職者比率や従業員１人

当たりの医療費を減少させる可能性があ

ることなどが明らかになった。 

新しいテクノロジーと労働時間の関係

については、労働者の習得しているＩＴ

スキルが高い場合、新しいテクノロジー

の導入によって長時間労働が是正される

ものの、ＩＴスキルが低い場合にはむし

ろ長時間労働化を招いてしまう可能性が

あり、影響は一様ではないことが明らか

になった。 

５．生産性向上を目的とした介入研究 

 ベースライン情報は48例で取得した

（男性39例：81.3%、平均年齢は41.8±8.7

歳）。12週の時点での継続率は92.2 %であ

った。介入開始後12週時点での肩こりと

腰痛の改善は全例で取得することが出来、

それぞれ72.9％、54.2%だった。 

 

Ｄ．考察 

中小企業・運輸業の経営者に対するイ

ンタビュー調査において、経営者は従業

員の健康問題と経営課題を明確に意識し

ていた。また、健康経営に取り組むことは、
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人材確保や労働災害や事故防止という経

営課題を解決するための一つの方策と捉

えられていた。健康経営に取り組んでき

た効果として、経営課題の解決につなが

り、人材確保や労働災害が減るなどの目

に見える効果だけでなく、コミュニケー

ションの活性化／社風の変化・従業員の

意識の変化として、会社や同僚から大切

にされていると感じる従業員の増加など

が語られた。また自身の生活習慣や健康

に関心がある従業員の増加などが語られ

顧客からの評判が良くなったなどの経験

も語られた。このことは、中小企業が健康

経営に取組むことの効果を示しており、

まだ健康経営に取組んでいない企業に共

有すべき知見である。 

健康経営度調査票の量的データからは、

健康施策のPDCAを確実にまわすことが

重要であることを示唆している。具体的

には、健康保持・増進の方針について方針

があること、また経営会議等で議論され、

さらに産業保健専門職が関与しているこ

とが、健康診断結果の把握や事後措置の

実施、メンタルヘルス対策等の活動と有

意に関連していた。組織としてしっかり

とした健康保持・増進に対する方針を策

定すること、さらに経営層が従業員の健

康保持・増進に関する議題を取り上げ、産

業保健専門職がその議論に参画すること

が重要であると考えられた。 

産業保健専門職が経営者とどのようにコ

ミュニケーションをはかるべきかについ

て、産業医を中心とした産業保健専門職

は、社内の健康施策の意思決定プロセス

において、意思決定の構造に結びつく要

素を理解し、それに応じて、本研究で開発

されたチェックリスト等取り入れること

等により、本研究にて明らかとなった具

体的手法と要素を活用しながら、健康施

策決定に貢献することできると考える。 

中小企業においては、健康施策を行う人

手がない、という問題について、本研究で

はスマートフォンの機能を拡張すること

により、健康情報・SNSを活用した会話ロ

グとエビデンスに基づいた知識をAIによ

り紐づけて、簡易に専門家の知識がフィ

ードバックできるシステムが完成し、介

入試験を実施し、肩こりに対して効果を

示した。このようなツールが数多く開発

され、また、その効果について適切な研究

デザインで検証されることは社会的に重

要であると考える。 

留意すべき事項も存在する。産業保健

活動や健康経営の効果を示すことは重要

であるが、健康経営施策にはさまざまな

ものがあり、どの施策が健康アウトカム

指標の改善につながるかを統計的に把握

することは容易ではない。こうした把握

には機械学習手法も適していると言われ

るが、いわゆる「理論なき計測」に陥って

しまう可能性があり、健康経営の実務や

産業保健・労働経済学などの理論的背景

を踏まえた検証が重要であることが示さ

れた。また、そうした検証を行うと、一部
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の健康経営施策は健康アウトカム指標の

改善につながりうることも明らかになっ

てきたことで、今後のより精緻な検証に

期待が持てる。 

 

Ｅ．結論 

産業保健活動、健康経営に取組む効果

について、中小企業はインタビュー調査

による質的分析、大企業は健康経営度調

査票による解析で明らかにした。健康施

策のPDCAを確実にまわすことが重要で

あることを示唆している。その中では、産

業保健専門職が経営者と連携し、進める

ことが重要である。IoTの発達により、そ

の技術を生かした健康施策も開発され、

効果検証された施策を導入することも重

要である一方で、IoTの発達により働き方

も変化しており、そのことにより生じる

健康の悪影響についても留意する必要が

ある。 
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 なし 
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